指定（許可）更新の手続きについて
平成１８年４月の介護保険法改正により，指定（許可）更新制度が創設され，介護サービス事業者の指定（許可）については，６年ごとに更新が必要となりました。更新を行わない場合は，指定（許可）有効期間の満了により指定（許可）の効力を失うこととなります。

指定（許可）更新については，県が対象サービス事業所ごとに申請書類の受付・審査期間を設定し、受付・審査日の概ね１月前までに各サービス事業所あて通知します。
なお、平成20年3月31日に有効期間満了日を迎える事業所については、平成19年11月～平成20年1月までの間に申請書類の受付・審査日を設定します。　

１　対象となる事業所
　　県が指定している介護保険事業者（みなし指定の事業者を除く）

　　【対象とならない事業所】

· 保険医療機関が行う居宅療養管理指導，訪問看護（訪問看護ステーションを除く），訪問リハビリテーション

· 保険薬局が行う居宅療養管理指導

· 介護老人保健施設が行う短期入所療養介護，通所リハビリテーション

（本体施設で許可更新があれば、指定の更新があったものとみなされます）

· 介護療養型医療施設が行う短期入所療養介護

（本体施設で指定更新があれば、指定の更新があったものとみなされます）

· 休止中の事業所（下記６を参照）

　　　　　
２　手続期間

　　次に掲げる指定有効期間満了日までに更新手続きを完了する必要があります。（各事業所ごとの指定（許可）の有効期間満了日に関する情報は、県ホームページに掲載します。）
　　指定（許可）更新申請書類の受付期間を設定しますので，県が別途通知する日（若しくは期間）に手続きを完了してください。
平成20年3月31日に指定（許可）の有効期間が満了する事業所については、受付・審査日（平成19年11月から平成20年1月の間で、県が事業所（サービス）ごとに指定する日）を設定します（受付・審査日時等を県ホームページに掲載します）ので、原則指定された日に書類を持参し、審査を受けてください。
　
	事業所

指定日
	平成12年4月1日

以前
	平成13年4月1日
	平成14年4月1日
	指定（許可）申請書の受付期間

	有効期間

満了日
	平成20年3月31日
	平成19年11月～平成20年1月

	

	事業所

指定日
	平成12年4月2日

～13年3月31日
	平成13年4月2日

～14年3月31日
	平成14年4月2日

～
	指定（許可）申請書の受付期間

	有効期間

満了日

	平成20年4月1日

～21年3月30日

	平成20年4月1日

～21年3月30日

	平成20年4月1日

～

	有効期間満了日の2月前から1月前までの間



例①：平成20年3月31日に指定有効期間が満了する事業所（平成12年4月1日指定）の場合
　　　・平成19年11月

⇒県から指定更新に関する通知が送付される
　　　　・平成19年11月～平成20年1月（サービスごとに県の指定する日）

⇒事業所は指定された日に申請書類を持参し、受付・審査手続きを行う

　　　　・平成20年3月
⇒県から指定更新通知書が送付される

例②：平成20年5月31日に指定有効期間が満了する事業所（平成14年6月1日指定）の場合

　　　・平成20年3月

⇒県から指定更新に関する通知が送付される

　　　　・平成20年4月～5月（県の指定する日（期間））

⇒事業所は指定された日（期間）に申請書類を持参し、受付・審査手続きを行う

　　　　・平成20年5月

⇒県から指定更新通知書が送付される

３　提出書類
指定更新申請に必要な提出書類は，次のとおりです。ただし，提出事項以外に変更がある場合は，変更事項に係る関係書類も併せて提出してください。

なお，様式については県ホームページからダウンロードしてください。　　
(1) 指定（許可）申請に係る提出書類一覧

(2) 指定（許可）更新申請書（様式第1号の２）
(3) 付表（各サービス毎に様式が異なります）
(4) 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式１）
※兼務職員一覧を含む
(5) 資格証等の写し（資格等が必要な職種）

(6) 管理者経歴書（参考様式２：資格等が必要な場合は資格証等の写しを添付）
(7) 誓約書（参考様式９－１）
(8) 役員等名簿（参考様式９－２）
(9) 当該事業所に勤務する介護支援専門員一覧（参考様式１０）
· 県ホームページ
◇テーマから探す＞福祉・医療＞高齢者＞介護保険＞指定（許可）更新手続
４　提出方法等
(1) 提出先及び提出方法

事業所の所在する市町を管轄する県の事務所（５ 書類受付機関一覧のとおり）に，持参のうえ提出してください。
※後日、申請内容について照会する場合がありますので，必ず事業所控えを作成しておいて下さい。

(2) 提出部数

１部

(3) 指定（許可）更新通知書の交付
平成20年3月31日に指定（許可）の有効期間が満了する事業所については、概ね３月初旬頃から順次「指定（許可）更新通知書」を郵送します。

５　更新申請書類受付機関一覧
	事業所の所在する市町
	更新申請書類受付機関
	電話番号

	鹿沼市、日光市、西方町
	県西健康福祉センター
〒322-0068　鹿沼市今宮町１６６４－１
	0289-64-3125

	真岡市、二宮町、益子町、茂木町、市貝町、芳賀町
	県東健康福祉センター
〒321-4305　真岡市荒町２－１５－１０
	0285-82-3321

	栃木市、小山市、下野市、上三川町、壬生町、野木町、大平町、藤岡町、岩舟町、都賀町
	県南健康福祉センター
〒323-0811　小山市犬塚３－１－１
	0285-22-0302

	大田原市、矢板市、那須塩原市、さくら市、那須烏山市、塩谷町、高根沢町、那須町、那珂川町
	県北健康福祉センター
〒324-8585　大田原市住吉町２－１４－９
	0287-22-2257

	足利市、佐野市
	安足健康福祉センター
〒326-0032　足利市真砂町１－１
	0284-41-5900

	宇都宮市
	県高齢対策課
〒320-8501　宇都宮市塙田１－１－２０
	028-623-3149,3153


· 介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護療養型医療施設・短期入所生活介護事業所・短期入所療養介護事業所・特定施設入居者生活介護事業所は、栃木県全域について、高齢対策課が更新申請書類受付機関となります。
６　休止中の事業所について

    休止中の事業所については，人員及び設備に関する基準を満たしていないので，指定更新を受けることはできません。

　　したがって，指定の有効期間満了日をもって，指定の効力を失うこととなります。

　　ただし，指定の有効期間満了日までに「再開届」を提出し，人員及び設備に関する基準を満たした場合は，更新を受けることができます。

７　指定（許可）更新申請書提出後の変更、休止、廃止について
　　　指定（許可）更新申請書を提出した後、有効期間満了日までの間に変更届事項が生じた場合には、変更届を提出してください。※更新（許可）申請書の差し替えは行いません。
　　指定（許可）更新申請書を提出した後、有効期間満了日までの間に休止又は廃止する事業所については、指定（許可）の更新を受けることはできませんので、休止届又は廃止届と併せて指定（許可）申請の取下げ書を提出してください。ただし、休止については、有効期間満了日までに休止理由等を解消した上で再開届を提出すれば更新を受けることができます。（新たに更新申請書を提出する必要があります）
８　介護予防サービス事業について

　　介護予防サービス事業についても別途更新手続きが必要となりますが、介護予防サービス事業の指定が平成18年4月1日以降であるため、更新の時期は平成24年以降となります。（居宅サービス等の指定更新に伴い介護予防サービスも更新される訳ではありません）　

９　地域密着型サービス、地域密着型介護予防サービス事業及び介護予防支援事業所について

　　指定権限は市町にありますので、各市町へお問い合わせください。
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